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リサーチクエスチョン

RQ：
①医療Dxのデータ利活用が進まない課題の本質（ボトルネック）はどこか。
②課題解決のためのプロセスはどのようなものか。
③今後の医療制度の在り方と、個人データを自身の健康管理に活かす動機づ
けをどうサポートするべきか。

研究目的・意義

目的：ヘルスケア関連企業のビジネスパーソンや医療専門家へのインタビュー
調査を通し、データ利活用の課題と解決プロセスを明らかにする。

意義：超高齢社会における健康長寿実現のための論点を整理し、医療Dx基盤
構築への示唆を得る。
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厚労省https://www.mhlw.go.jp/shingi/2003/02/s0219-7m.html

出典：国立社会保障・人口問題研究所「社会保障給付費」
出典：産経新聞https://www.sankei.com/special/social-security/
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はじめに

持続可能か？



はじめに

図１ 社会保障給付と負担の現状
出所：2023年厚労省（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21509.html）

高齢化率定義（65歳以上の人口割合）

• 高齢化社会 7％以上（1970年到達）

• 高齢社会 14%以上（1994年到達）

• 超高齢社会 21％以上（2007年到達）
（＊2023年で高齢化率が29.1%を超え3,623万人）

図2 財務省一般会計歳出
出所：2023年度財務省H

（https://www.mof.go.jp/zaisei/financial-

structure/index.html）

⮚日本は生活水準向上と、平均寿命延長に
よる超高齢社会に突入し、医療経済の在
り方に大きな影響を及ぼしている。

⮚高齢者・慢性疾患増加による医療費、年
金・介護の社会保障費は高騰を続け、国
家予算一般会計歳出の約30％を占める。

メガトレンド（高齢社会の医療課題）
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現状の対応策

2025年問題への対応：
例①地域包括ケアネットワーク立ち上げ

思い通りには進まない。

病気に罹らず医療に頼らない健康行動が求められている
⇒円滑な運用にDxの基盤が必要

＊地域包括ケア：
住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることが
できるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援を一体的に提供。

例②健康寿命延伸と格差縮小
健康日本21「21世紀における第二次国民健康づくり運動」プロジェクト

・適度な運動、適切な食生活、禁煙など健康づくりを展開。

誰一人取り残さない

図3：地域包括ケアシステムの概要
出典：厚労省2023地域包括ケアシステム

図4：厚労省eヘルスネット
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現状の対応策

世代ヘルスケア産業創出に向けたコンセプト（経産省）

健康寿命の延長と新産業創出の達成を目標。
保険外の予防健康管理サービスの活用を通し、生活習

慣の改善や医療機関への早期受診を促し、地域包括ケア
システム事業に取り組む

図5 予防・健康管理への重点化
出所：次世代ヘルスケア産業創出に向けたコンセプト（経産省）を基に筆者作成

適切な利益は患者の命を守るための原資になり、
経営改善して利益確保することが税金の無駄遣い抑制ためにも必要

＊医療費増大はもはや人間の手だけでは難しく、デジタルテク
ノロジーやデータを利活用した効率的な医療サービスによって、
医療提供の確保と医療費抑制を目指す。
利益なくして果たせる使命はない（No Margin, No Mission）

年齢

公

的

医

療

費

等

予防や早期診断・治療の拡大

生活習慣病等の早期治療による

公的医療費の伸びの抑制

目指すべき医療費の支出

現行の医療費の支出
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「デジタル技術活用による、新たな商品・サービスの提供、ビジネスモデルの開発を通して、
社会制度や組織文化などを変革していく概念。」（Gartner, 2023; Peter, 2021）

①医療Dx推進の必要性

図6：医療Dxにより実現される社会
出典：厚労省2023Dxの議論を踏まえた整理

「保健・医療・介護の各段階において発生する情報やデータを、全体最適された基盤を通して
（中略）データ保存の外部化・共通化・標準化を図り、国民自身の予防を促進し、より良質な医
療やケアを受けられるように社会や生活の形を変えること。（厚労省, 2022）

健康寿命を延ばすために必要な、デジタル
テクノロジーを有効活用したインフラの構
築とは？

Dx定義 Digital Transformation

医療Dx定義

公共で利活用できるシステムは整備段階
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文献レビュー

Digitization：業務の効率化にデジタルツールを導入する
（アナログ形式をデジタルに置換）
Digitalization：組織や外部環境、経営戦略のプロセスなど、
企業活動全体をデジタル化する



文献レビュー
②日本のDx政策の課題と

データ利活用の現状

世界デジタル競争力ランキング最下位（WORLD COMPETITIVENESS CENTER, 2023）

日本は64か国中32位。モバイル回線契約者数・ワイヤレスブロードバンドなどインフラ普及率は11位。
一方、ビックデータ活用・デジタル人材のグローバル化、企業変化に対する迅速性は最下位の評価。

Society5.0（内閣府, 2021）

科学技術・イノベーション基本計画
「サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させた
システムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会」

2025年の崖（経産省, 2018）

「既存システムが部門ごとに構築され、全社横断的なデー
タ活用ができなく、過剰なカスタマイズなどによりシステ
ムが複雑化・ブラックボックス化している状態」。

この問題を克服できない場合、2025年以降に最大12兆
円/年（現在の約3倍）の経済損失が生じる。

日本のITの伝統的受託システム
ユーザー企業が導入を希望するシステム管理・メ

ンテナンスを、ベンダー企業に一括委託する丸投げ
システム。

企業間の IT 知識が分断し、連結した知識の創造
が難しく、人材の技術力やリテラシーが低下する。

経産省：既存システムの維持・保守業務の解放と、Dx分野への人材シフト、アジャイル開発
による事業部のスキルの標準化、認定制度による人材育成などが挙げられている。

図7 内閣府HP Society 5.0 - 科学技術政策

伝統的システムを変革できる強制力はなく、システムの刷新には時間を要する
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文献レビュー ③医療Dx推進と国民の意識

＊PHRの活用
・人間のライフログデータの一元化による、保健医療の質
向上、効率化の試み。
・デジタル庁のマイナンバーカードは、2023月12月現在
約9,700万人登録（人口の約78％）

情報通信白書2021
・日常生活でデジタル化が進まない理由

「情報セキュリティやプライバシー漏洩への不安」 52.2％
「利用する人のリテラシーが不足しているから」44.2%

・70歳以上の高齢者
「自分の生活には必要ないと思っている」52.3%
「どのように使えばよいかわからない」42.4%

令和ビジョン2030：改革3本柱

パーソナルヘルスレコード （PHR）を活用
①全国医療情報プラットフォーム の創設
②電子カルテ情報の標準化と普及
③診療報酬改定Dx

図8 総務省医療等分野におけるネットワーク化の推進

個人情報のデジタル化に対する不安感や抵抗感、
リテラシー不足が課題
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文献レビュー ④医療データの2次利用と個人情報保護、セキュリティ対策

１次利用：患者と医師間の通常の診療行為で使用するデータ。
２次利用：本来の診療行為とは関連のない目的で使用。

第3者に提供するため、本人の「同意」が必要。

2003年「個人情報の保護に関する法律」
2015年「改正個人情報保護法」第三者提供する際に事前同意を取得する義務。
2017年「医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関する法律」

2次利用促進のために、医療データを匿名加工して第三者に提供することを可能
医療情報を取り扱う事業者が準拠すべき指針（3省3ガイドライン）

厚労省「医療情報システムの安全管理ガイドライン」
経産省・総務省「医療情報を取り扱う情報システム・サービスの提供事業者における安全管理ガイドライン」

「クラウドサービス事業者が医療情報を取り扱う際の安全管理に関するガイドライン」
2020年「政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP：イスマップ）」

第三者監査を経たクラウドサービスの導入。

全国医療情報プラットフォームの最近の試み（全日本病院協会, 2023）

→2023年4月マイナ保険証。電子処方箋：薬局へのオンライン資格確認を義務化。

出典：日立製作所https://www.hitachi-hri.com/keyword/k138.html

出典：日経クロステック:

2022年10月大阪急性期・総合医療センター、ランサムウエア攻撃の被害

→2次利用を積極的に進めると、個人情報漏洩のリスクが高くなる。
厳密にすると利活用が進まず、医療の発展に影響を及ぼす。

セキュリティ対策

2次利用の手続きは厳密な管理が必要だが、基盤は揃いつつある
セキュリティ対策の強化は今後も大きな課題
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文献レビュー

≪アップルウォッチ外来≫ 河北総合病院分院

・医療機器承認を受けたウェアラブルを使用し、遠隔
的に24時間装着することにより絶え間ない監視と、
異常の早期発見が可能。
・装着中は2時間ごとの脈拍チェック機能があり、異
常時はアラートで通知がくるので記録として残すこと
が可能。

≪産官学連携のスマートシティ≫ 千葉県柏市

・柏の葉コンソーシアムは、2019年に自治体と三井不
動産、柏の葉アーバンデザインセンターが連携し、
Society5.0実現に向けたDx基盤構築モデル事業の先行
プロジェクト。
・多くの研究機関が集中する柏の葉エリアは、安全な居
住環境を作るための人と環境の民間データと、柏市の公
共データを連携させ、データ駆動型の駅を中心とするス
マート・コンパクトシティの構築が進む。

出典：佐野内科ハートクリニック

⑤実装例

新しいテクノロジーの開発成功例や実証例は確実に増加
まだアウトカムは確立していない

出典：柏の葉コンソーシアム11



文献レビュー ⑥医療の質（アクトカム）の評価と患者への価値提供

医療の質と価値はどのように評価されるのか
サービスの質を表す指標を取り入れる施設は少ない

聖路加国際病院（福井 他, 2020）

2007年からクオリティインディケーター（以後QI）の導入を開始し、
医療の質を表す指標の測定結果を毎年公表

ドナベディアンモデル（Berwick, 2016; McCullough, 2023）

医療の質評価の3つのアプローチとして、①ストラクチャー（構造の評価）
②プロセス（過程の評価）、③アウトカム（結果の評価）。
具体的には、患者の生存率や死亡率、検査や治療の内容、患者満足度など。

バリューチェーン（Porter, 2009）

患者が受ける診療プロセスを可視化すること。どこのプロセスで価値が出る
か分析。（予防〜診断〜治療〜回復・リハビリ〜管理・モニタリング）

ペイシェントジャーニー（中村, 2021）

患者が医療サービスの中で経験する接点の工程を可視化。
患者の受診行動プロセスを分析に使用するマーケティング手法。

図9 ペイシェントジャーニー全体像
出所：（株）MEDWILLのサイトを基に筆者作成

https://www.mediwill.co.jp/column_patientjourney-dtcdigitalmarketing/

今後の医療マーケティング展開（渡辺, 2015）

・患者から選ばれ支持される病院になることが大切
・効率＋質の向上は、医療の価値（バリュー）を可視化
・良質な医療を提供した病院が診療報酬で報われることが、

本来の社会的公正

認知 情報収集 受診・検査 診断・治療
評価・

フォロー

・症状認知

・疾患認知

・検査認知

・治療認知

・Web検索

・口コミ

・書籍

・家族

・病院検索

・予約

・問診

・診察

・検査

・診断

・説明同意

・治療開始

・経過観察

・治療評価

・評価説明
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文献レビュー ⑦経営の視点からのDxの課題解決と戦略

価値創造へのDxビジネスモデル構築の5つのプロセス（Peter, 2021）

変革への対応力や影響の判断、デジタルリソース開発、効果的な組織構造、成長戦略の方向性判断、
KPIなど指標と目標設定。

新しいDXモデル構築の4つのステップ（今井, 2020）

業績への影響、条件の把握、補完製品提供者を含めた価値創造、情報システム部門とのテクノロジー
ケイパビリティの構築。

医療の価格は国民皆保険の診療報酬制度により厳密に設定
医療は公益性が高く政策の中に位置づけられ、株式会社設立の対象外のため市場経済の原理は及ばない。
競争が効果的な分野は、差別化された診療サービス・スタッフの能力開発、患者満足度の向上の効率性

と質の高いサービス。

医師と患者間（D to P）の医学知識・経験で成り立つ診療行為は暗黙知といわれ、重要な意思決定である
暗黙知をどうデジタル化するかがDx戦略のカギ。（矢作, 2021）

医療Dxの課題解決プロセス・探索的理論構築したものなどは見当たらない
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文献検討からの問題意識

医療Dxが進まない要因
・日本固有の受託システムによるデータ標準化の困難さ
・同意取得を前提とする個人情報の取り扱い
・国民の低い意識と安全・信頼の欠如
・医療Dx推進を見据えたビジネスモデルや戦略が確立していない
・企業や自治体、アカデミアの産官学連携が、実証段階のものが多く開発途中
・医療Dx導入により、国民の健康が増進したアウトカムの報告ほぼ見られない

14

企業や自治体、政策側が共創し、Dxのエコシステム上で、
国民が自らデータを利活用するプロセスを、可視化できる概念の枠組みが必要



研究方法

方法：インタビュー調査（オンライン面談）

対象：16名（医療データを扱うヘルスケア企業のビジネスパーソン・医療専門家）

期間：2023年8月〜9月
面談所要時間：一人当たり20分〜45分間
倫理的配慮と研究同意書を取得

調査手順（半構造化面接・M-GTA分析）

 IC レコーダーで会話を録画。
 インタビューガイドを用いて、医療Dxの推進とデータ利活用の困難さ、課題解決の方向性、あるべき姿など

を自由に会話。
 逐語録を作成し、研究テーマに深く関連する具体例を抽出し概念を生成。
 概念分析ワークシートを作成し、関連ごとにサブカテゴリー化・カテゴリー化。
 結果図・ストーリラインを作成。
＊恣意的解釈への配慮（心理学・精神看護学でM-GTA経験者の助言を受け、結果の妥当性・客観性を担保。）

結果：
概念33個、サブカテゴリー10個、カテゴリー3個の概念枠組みが形成された
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結果 課題解決プロセス①

1，Dx推進に
おけるデータ
利活用のボト

ルネック

データ利活用が
進んでいる

データの利活用が拡大中

KPIなど定量評価基準の設置

連携と共創が実現している

データ利活用が
進んでいない

データが使えない

受益者の立場でビジネスを考えない
企業

地域連携が不十分

日本の医療制度に制限がある

国民の理解がな
く協力が得られ

ない

データ利活用のリテラシーがない

マスコミや大衆の煽りに影響される

データ利活用への誤解と固定観念

○○市町村は、医師会、薬剤師、介護事業者、行政と
の間で、学校や消防、警察などとの連携が進み始めて
いる。基礎自治体単位での在宅医療・地域包括ケアネ
ットワークはできている（対象者G）

企業側の思いだけの一方通行ですかね。あと、医療
従事者の一方通行、実際使う側の人たちに立って考
えてる人がいない、提供する側の独りよがりという
か。（対象者M）

県内まではなんとか連携はできるのですが、県境に
ある人たちは、県をまたいで行き来したりします。
そこを繋げるのは結構ハードルが上がります。クリ
ニックは自分の気に入ったとこ行っちゃいますので。
（対象者G）

個人情報保護法を自分の秘密を守らないといけない
法律だと思っている方が結構多く、勘違いしている
と思います。行政担当の方も、個人情報は絶対開示
してはいけない情報だっていう固定観念にとらわれ
ている。病院スタッフでもそこらへんの知識のない
方が多い。（対象者G）

カテゴリー サブカテゴリー 概念
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結果 課題解決プロセス②

2，ビジネ
スマンが考
えるデータ
利活用の課
題への解決

策

政策側の果たすべ
き

義務

既存の取り組みの拡大

新しい取り組みへの支援

産官学連携の強化

国の強いリーダーシップとトップダウ
ンの必要性

企業側が行うべき
データ利活用の基

盤構築

情報リテラシー格差の是正

目標の設置

産官学の連携と共創

オペレーションマネジメントの基盤と
なる要素

医療データビジネ
スとマネタイズ導
入に必要な要素

実行可能性のある将来展望

国民の信頼と信用の回復

産官学の連携と共創

経営概念の導入

医療制度改革と自立

医師会がやりたいのは、急性期から慢性期へのライフコース
データ、慢性から介護のデータですね、最後の死亡情報まで
を接続するところをやっていきたいと思いますので。そのビ
ジョンはすごく共感できる部分もあるので、できることは一
緒にやっていきたいなと思っている。（対象者F）

外国は、個人情報をデジタル化します、それを活用します。
そうしないと私たちの国は今後立ち行きませんっていうこと
を、はっきり国のリーダーが言ってるんですよね。 (省略)
だから日本も導入してから10年間、同じことを繰り返し繰り
返し言って、国民の皆さんに分かってもらうアクションをや
めちゃいけないと思うんです。（対象者C）

我々が試算した時は、6割から7割ぐらいがデータを活用するビ
ジネスになるだろうと思っている。市場規模的には、数十億円か
ら数百億円ぐらいの規模で、ビジネスが成立するだろうと思って
います。じゃあ我々が、その何割を取れるかっていうところが勝
負で見てるところです。（対象者C）

社会課題だけだと慈善事業みたいなところもあるので、やっぱ
りマイケルポーター、CSVですかね。社会的課題の解決が経済
的な価値にもつながるところをちゃんと考えていく。営利企業
に属する我々はその収益価値のところから逃げてはダメなんだ
ろうな。（対象者H）

地域包括ケアでの情報連携系ツールを研究開発したものは、事
業化までできています。知財収入（特許・商標等）は大学が得
る仕組みはできています。（省略）さらに、民間企業のSIBや
PFSでは実施されていますが、それのアカデミア版を作りたい
と考えているので、従来の分析業務受託、共同研究に加えてマ
ネタイができればいいかな。（対象者G）

カテゴリー サブカテゴリー 概念
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結果 課題解決プロセス③④

3，国民が個
人データをセ
ルフケアマネ
ジメントに生

かす

供給側の強いリ
ーダシップと利

活用の教育

メリットの説明による動機付け

データ利活用ビジネスの効果的な
拡大

政府の強いリーダーシップとトップ
ダウン

受益者側の意識
改革と自覚

国策としてのデータ利活用の
信頼回復

国民自身の自立行動の促進

4，企業パー
パスの実現

ミッション・ビ
ジョンの達成

医療データのアウトカム創出への
支援

医療の未来を創造する

ヘルスケアイノベーションを起こす

企業活動のバリ
ューの主体

人、社会、地域、誰でも、どこでも

幸福な社会を形成する

自分にリターンとしてどう返ってくるのか、社会にどうい
うメリットがあるか、それで社会がどう良くなるんですか
って。行動変容の動機付けとしては、いりますよね。（対象

者M）

トップダウンしかないんじゃないかな、能動的に動かす難し
さよりよっぽど早い。トップダウンでこうしますと、ただし
ここは担保されてます、ということを丁寧に話ししながら、
ある程度強制力を持ってやらない限りは何も変わらないんじ
ゃないかな。（対象者N）

国民が自分の健康に対し向き合う体制を作るには、医療費
の負担割合が上がる、自分たちが経済的に切迫していく、
に持っていくには、それが1番特効薬として効くのかなと健
康管理に気を付けなきゃいけないマインド。（対象者B）

アプリで定量化データを取れている方は2割ぐらいですね。残
りの8割は、専門の看護師が電話サポートすることがあるので、

定性的な情報が収集される形になる（省略）、そういった部

分では課題かな。（対象者H）

当院の基本方針は、「安全かつ高度な医療を提供します」、
「優れた医療人を養成します」、「次代を担う医療を開拓し
ます」、「地域と社会に貢献します」というのが掲げられて
います。（対象者G）

カテゴリー サブカテゴリー 概念
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考察 課題の本質：医療資源のミスアロケーションと医療費高騰

元凶①日本が世界に誇る国民皆保険制度とフリーアクセス制度

図7 国民一人当たりの年間医療費（2020年度）
出所：国民医療費（厚労省）を基に筆者作成

・65歳以上、特に75歳以上の後期高齢者
の医療費の割合が高い
・生活習慣病が重症化することの弊害が
医療費高騰の大きな要因

＊研究結果【日本の医療制度に課題がある】【医療制度改革と自立】に着目

＊診療報酬制度により医療の価格が固定：現行の医療制度の制限や
医療情報の非対称性により、どの分野に参入が可能なのかが不透明。

企業にとってマネタイズ困難な領域

日本のフリーアクセス制 海外のゲートコントロール制

特徴 いつでも、好きなところで、安価な
医療
→自分で医療機関を選択できる「病
院完結型」

必要な時に、必要な医療、適正価
格で
→かかりつけ医の紹介制度で受診
「地域完結型」

制度をとる
国

日本、ドイツ、（アメリカ） イギリス、フランス、北欧

医療の主体 私立病院（医師・団体が医療法人を
設立）が多数

国立や公立の病院が中心

Dx導入の
可否

医療情報が病院ごとに散在している
ため一元化は困難

公的機関とかかりつけ医の情報連
携があるので導入しやすい

将来像 ・全国の医療機関の情報連携
・超高齢社会の地域完結型医療を推
進するには、ゲートキーパーとの連
携が必要
→必要な時に、必要な医療の提供、
→医療資源の適正化
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診療報酬とは
 医療機関・薬局が、医療サービスを提供した際に、

対価として受け取る料金。(2年に1回価格が改定)

 診療報酬は点数化され、1点10円として評価される。

 診療報酬点数よりも高額な医療費を請求することは
禁止され、保険診療と保険外診療の併用（混合診
療）も原則として認められない。

 保険外併用療養費制度として、一部保険診療との併
用が認められるものもある

出典：社会保険研究所

出典：https://hearty-jimu.jp/medical-fee-points-chart/出典：介護ナビhttps://www.kaigo-kyuujin.com/oyakudachi/oubo/64223
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考察 医療制度の在り方：生活習慣病関連疾患の医療費自己負担を〇割負担に

元凶②慢性疾患である糖尿病、高血圧、心筋梗塞、脳血管疾患といった生活習慣病は、
一度罹患すると生涯にわたる治療が必要

図10医科医療費の内訳（2019年度）
出所：国民医療費の概況（厚労省）を基に筆者作成

＊セルフマネジメント能力が要求されるため、治療の自己中断や病識の
低さは、重篤な合併症を引き起こし莫大な医療費負担を継続させる

受診者１人当たり医療費
（健保連政策部,2022）

入院群
①人工透析 597 万円
②脳血管障害 588 万円
③虚血性心疾患 369 万円

入院外群
①人工透析 456 万円
②糖尿病 13 万円
③脳血管障害 10 万円

 現役世代の税負担の多くが医療費に割り
振られる。見知らぬ人の不摂生のツケを
払わされる現実は、公益性を重視する医
療とはいえ将来世代にとって酷な仕打ち

 生活習慣病は、医療費高騰と資源のミス
アロケーションを引き起こす医療のボト
ルネックである（Christensen, 2015）

日常生活の不摂生や自己管理能力不足から発生した治療代を、国民の税金で養うという資源配分の実態が存在
→自己負担割合を上げることで、切迫感を与え自助努力へ向かわせる
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考察 医療制度の在り方：行動変容とセルフケアマネジメントの動機付け支援

研究結果《国民が個人データをセルフケアマネジメントに生かす》ために
【メリットの説明による動機付け】と【国民自身の自立行動の促進】に着目

「そもそも病気にかからない」予防意識と切迫感による自助努力が必要

慢性疾患管理を行うには、膨大なデータを連携し電子カルテを患者自身で閲覧・記録し、
地域で利活用できるDx構築が必要。（Christensen, 2015）

生涯にわたり健康維持するには、途中挫折や治療中断を最小限にするための対策が不可欠

「アプリとかで定量化データを取れている方は2割ぐらい。
残りの8割は専門の看護師が電話サポートしている」

Dxで遠隔医療を進めるためには患者単独ではなく、デジタルデバイス+支援者
（D to P with Nなど）のサポートが効果的

糖尿病と肥満患者にモバイルアプリを導入し、体重減少と血糖値低下に加え、認識や行動変化が見られ
た。（Wang, 2017）
慢性疾患患者へのコミュニケーションアプリにより、患者が知識を獲得し自己効力感や行動が改善され
た。（Murray, 2005）
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考察 医療の公益性 + 経営のマネタイズ実現に向けたDxによる価値転換

研究結果〈医療データビジネスとマネタイズに必要な要素〉は
【経営概念の導入】に着目

最近では効率性や生産性が収益に直結するため、病院経営者は診
療報酬単価や出来高の多い手術を増やすマネジメントを行う。

健康保険法には、混合診療を原則禁止が明記。
例外：差額ベッドや先進医療、紹介状なしの受診料など併存

（注釈）グレーの箇所が保険給付の範囲内

図11 保険給付の範囲と周辺サービス
出所：図表で見る医療保障（2018）p10を基に筆者作成

企業参入の障壁要因
医療の特殊性、医療費の殆どは保険者・政府が支払う。
医療資源コストの高さ・病院による質のバラつき、常に付きま

とう医療ミスの代償などが絡み合い、価値そのものがゼロサムに
なりかねない。

診療報酬制度の下では、その周辺サービスにしかマーケットを導入できない現状がある

検診ドック 入院基本料 特別料金

食事療養費

標準負担分

その他 歯科自由診療

予約診察料

大衆薬

自己負担分

在宅医療 訪問看護

特別な材料に

よる給食

現金給付：傷

病手当金等

保険適用外：

あんまマッ

サージ

保険適用：柔

道整復・はり

灸

保険給付外の高度診療

患者申出診療（一部保険内）

先進医療（一部保険内）

高度先端・研究支援

生活環境

サービス予防健康増進

サービス

看護・福祉サービス
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提言 企業との共創によるDxの付加価値とヘルスケアサービスの形

 患者が医療に求めているのは、単な
る病気を治す治療だけではなく、む
しろ不安の解消ではなかろうか。

 地域での医療機関はコミュニティの
核であり、その優越は地域の魅力を
左右する。

 医療機関が生き残るためには、患者
の日常に密着し心も癒すコミュニテ
ィの形成が必要（岩崎, 2023）

出所：医療のマーケティング教科書（2023）p53を基に筆者作成

医療機関として患者に選ばれるポイントは、
公的使命＋サービス業の両方の側面を備えた「アクセスしやすい病院」と「魅力的な病院」

表1 できれば行きたくない所 表2 もっともストレスを感じる所
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「アクセスしやすい病院」フレキシブルな受診機会の提供
 AI問診やオンライン診療の予約枠の拡大や、開院時間を週末や夜間に広げるような柔軟性。
 平日枠のスリム化や予約時間の厳守化（ペナルティ制）など、人的資本の適正配置と労働力の再分配。
 院内にワークスペースや保育スペースを併設して、予約時間にアラートで呼ぶ仕組みなど、病院にいながら仕事を

継続できる機会を提供。
 医療アクセスの利便性は患者と医療との接点を増やし、セルフケア意識と行動変容への動機付けになる。

提言 企業との共創によるDxの付加価値とヘルスケアサービスの形

図12 病院にあったらいいと思うサービス
出所：医療のマーケティング教科書（2023）p135を基に筆者作成

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

くつろげるラウンジ

おいしいレストラン

図書コーナー

カウンセリングサービス

マッサージなどリラクゼーション

健康志向のレストラン

健康・介護などのセミナー

フィットネスクラブ

ヘルシー料理教室

（％）

パースジャパンhttps://persjapan.co.jp/blog/workspace/
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「魅力的な病院」
病院に行くこと自体にインセンティブがあり、患者が能動的に行きたいと感じる
 セルフケアや治療を自己中断する患者には、院内でのウェアラブル・アプリの企業セミナーや健康教室などを開催

し、とりあえず病院に来る習慣をつけさせる。
 医療者から直接指導を受けることができ、医療がいつも近くにあるという安心感を持ってもらう。
 健康行動支援のジムや健康器具販売があれば、病院とヘルスケア企業が共同経営する信頼性のあるジムとして、一

般市民も集う魅力的なコミュニティとなる。
 有名レストラン・カフェなどを誘致し、健康メニューを提供。
 企業はマネタイズとして、病院とインセンティブを交渉し（B to B（病院））、さらに院内に開設した施設の利用

者（B to P（患者））から利益を生み出すこともできる。
 ここにDxを基盤として運用できれば、魅力的な病院として他の競合との差別化が可能となる。

提言 企業との共創によるDxの付加価値とヘルスケアサービスの形
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結論 医療Dxにおけるデータ利活用の課題解決プロセスの特徴

① 現在の企業活動における課題の明確化
 対象者はデータ活用もマネタイズも進んでい

ないと実感。要因はデータの標準化・一元化
が困難なこと。

 日本人の国民性とリテラシー不足が、個人情
報活用への誤解と消極的な姿勢につながり、
政策や企業との間に大きなギャップが存在す
る。

 国民皆保険制度の診療報酬やフリーアクセス
制など、医療制度そのものがDx推進の弊害、
つまりボトルネックとなり、企業の参入を困
難にする。

② 課題解決プロセスの概念形成
 旗振り役の政策側は、国民の理解を得るため

に、強制力を持ったリーダーシップを取るべ
き。

 医療者側は、経営概念を導入し医療サービス
の価値を評価し、付加価値を患者ニーズに反
映させる。

 企業側は、企業目線の開発ではなく、患者目
線のテクノロジー開発を通し信頼回復とギャ
ップを埋める努力をする。

 医療機関と連携・共創し、公益性➕マネタイ
ズを実現しイノベーションを先導する。
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結論 医療Dxにおけるデータ利活用の課題解決プロセスの特徴

To Be
「超高齢社会における健康寿命の延長と幸福な社会の実現」のために医療の価値に変革を

③ 価値の受益者である患者の
行動変容の重要性

 患者側は、医療問題を自分事と
して認識し、データ利活用への
信頼を回復する。

 セルフケア行動は、医療従事者
と一緒に継続することで効果を
発揮する。

④ 次世代を見据えた未来の創造と
ヘルスケアイノベーションの達成

 バリューの受益者である人・地域社会に、
安心・幸福な社会を提供し、ウェルビー
イング社会というゴールに向かう。
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実践的意義
本研究の限界と今後の課題

＊データ利活用に携わる広い分野から情報を統合したものであるため、必然的に抽出した概念の数
が多くなり、概念とカテゴリー名の抽象度が上がる傾向があった。
＊今後研究を継続するにあたっては、対象者の属性を限定することで、より具体的で専門に特化し
た概念と理論形成が可能になある。
＊探索的研究の次の段階として、各分野ごとに質問紙調査や観察・介入研究などを行うことで、医
療Dx領域のアウトカムの質と知見を高めていける。

 「患者にとって現在の医療制度が快適すぎるため、データを利活用してまで健康に
気を遣う必要性を感じない」という現状がある。

 たとえ立派な政策や企業戦略モデルを講じても、肝心の国民がその気にならなけれ
ば意味がない。

 その良すぎる医療制度が、破綻の危機を迎えていることを鑑みると、医療費増大の
要因である高齢者や生活習慣病関連の資源配分やフリーアクセス制の見直しなどは
喫緊の課題である。

 本研究ではその課題の本質と論点を集約し緊急性を提言した。
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